
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

目標に対

する成果

の状況

対象施設である28施設全てに助成することにより、多くの低所得高齢者に生活の場を提供することができた。

概　算

人件費

0.30 0.30 0.30 0.30

2,495 2,477 2,477

668,358 672,185 679,278

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

低所得高齢者の自己負担を軽減し、施設で安心した生活を送ることができるよう引き続き支援していく。

 概算事業費（B（A）+C） 662,611

668,074 669,625 670,440 676,801

660,116 665,881 669,708

2,477

Aの

財源

669,625 670,440 676,801

Ｈ２４
H25

目標
当初予算 668,074 669,625 670,440 676,801 目標 成果 達成状況

補正予算

補助実施施設数 28施設

28施設

(全対象

施設)

28施設

(全対象

施設)

合計 670,440 669,708 676,801

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

現況

（見込）

達成

28施設

(全対象

施設)合計（A) 668,074

目指す姿

現状

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　

（当初）

軽費老人ホーム事務費補助 補助金

・入所者の収入に応じて減免した事務費分を補助

　（28施設）

670,440 669,708 676,801

○軽費老人ホーム事務費補助実施施設数　28施設（補助対象の全施設）

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算）

～

【左記の説明、根拠法令等】

■民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有

軽費老人ホームに事務費を補助することにより、家庭環境や住宅事情等の理由で居宅において生活することが困難な低所得の高齢者が

低額な料金で入居できるようにすること、及び施設を運営する社会福祉法人等の経営の安定化を目指す。

○補助対象施設　28施設（A型３施設、ケアハウス25施設、定員1,072人）

○入所者から徴収すべき事務費の一部を入所者の収入に応じて減免した施設に対して補助を行っているが、低所得者の負担を軽減する

ため及び施設経営の安定化のために引き続き補助を行っていく必要がある。

施設からの要望が高く、事業実施の必要性が高い

長野県軽費老人ホーム事務費補助金交付要綱

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業番号 04 08 04 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 軽費老人ホーム事務費補助金軽費老人ホーム事務費補助金軽費老人ホーム事務費補助金軽費老人ホーム事務費補助金
担

当

課

部局 健康福祉部

課・室 健康長寿課介護支援室

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

　　　 １　　高齢者福祉の推進 実施期間 S55


